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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第１四半期連結
累計期間

第69期
第１四半期連結
累計期間

第68期

会計期間
自2017年９月１日
至2017年11月30日

自2018年９月１日
至2018年11月30日

自2017年９月１日
至2018年８月31日

売上高 （千円） 6,807,055 6,112,193 27,388,267

経常損失（△） （千円） △115,171 △210,018 △589,901

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △104,377 △277,193 △591,437

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △115,698 △270,781 △654,678

純資産額 （千円） 305,395 △504,365 △233,584

総資産額 （千円） 25,246,663 20,841,072 21,013,079

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △7.54 △19.91 △42.62

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 1.21 △2.42 △1.11

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

重要事象等について

　当社グループは、前連結会計年度において営業損失545,088千円、経常損失589,901千円及び親会社株主に帰属する

当期純損失591,437千円及び営業キャッシュ・フローのマイナス676,435千円を計上した結果、233,584千円の債務超

過となりました。

　当第１四半期連結累計期間においても、営業損失186,581千円、経常損失210,018千円、親会社株主に帰属する四半

期純損失277,193千円を計上した結果、依然として504,365千円の債務超過となっております。

　これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております

が、「２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(5) 事業等のリスクに記載した

重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策」に記載のとおり、

当該状況の改善に全力を挙げて取り組んでまいります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間における我が国の経済は、企業収益の回復や雇用・所得環境の改善傾向がみられるも

のの、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動などの懸念もあり、景気及び個人消費の先行きについては依然と

して不透明な状況が続いております。

　出版流通業界におきましても、依然として市場は縮小傾向が続いており、雑誌及びコミックを中心に販売が低迷

し、改善の兆しがなかなか見えない状況であります。

　このような状況下において、当社グループにおきましては、2018年８月期において債務超過となったことから、

抜本的な経営改革を断行するため経営体制の見直しを行い、「(5) 事業等のリスクに記載した重要事象等について

の分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策」に記載のとおり、債務超過解消に向

けた計画策定に着手してまいりました。

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの経営成績につきましては、大型台風の上陸や北海道胆振東部

地震などの災害による影響などもあり、売上高は6,112百万円（前年同四半期比10.2％減）、営業損失は186百万円

（前年同四半期は営業損失109百万円）、経常損失は210百万円（前年同四半期は経常損失115百万円）、親会社株

主に帰属する四半期純損失は277百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失104百万円）となりま

した。

 

（2）財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、20,841百万円となり、前連結会計年度末に比べて172百万円

減少いたしました。主な要因は、減損損失の計上等により有形固定資産が119百万円減少したことなどによるもの

です。

　負債合計は21,345百万円となり、前連結会計年度末に比べて98百万円増加いたしました。主な要因は、支払手形

及び買掛金が331百万円、短期借入金が466百万円増加した一方、１年内返済予定の長期借入金が222百万円、流動

負債のその他に含まれる未払消費税等が204百万円、長期借入金が153百万円減少したことなどによるものです。

　純資産合計は504百万円の債務超過となり、前連結会計年度末に比べて270百万円減少いたしました。主な要因

は、利益剰余金が277百万円減少したことなどによるものです。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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（5）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するた

めの対応策

　当第１四半期連結累計期間において、「第２　事業の状況　１　事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の

前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象等が存在しております。

　当社グループは、当該状況を早急に解消するため、以下の施策を実施してまいります。

　１．収益改善への対応策

　①　本社管理費の削減

　コスト高となっている本社管理費の徹底した実態分析を行い、組織体系の変更による人員配置の見直しに

よって業務の効率化を図り、人件費を含む経費の削減を進めてまいります。

　②　店舗収益の改善

　当社グループは、店舗事業の再構築としてスクラップアンドビルドを積極的に推進してまいりましたが、

今後におきましても不採算店舗の閉店を進めるとともに、好調な売上を維持している文房具の販売を拡大

し、収益力の向上に努めてまいります。

 

２．財務体質の改善

　①　在庫の圧縮

　当社グループは、前連結会計年度において不採算店舗の閉店などにより在庫を削減してまいりましたが、

いまだ商品回転率は低水準にとどまっており、財務基盤を圧迫する要因の一つとなっております。このよう

な状況を解消するため、引き続き不採算店舗の閉店による在庫の削減を進めてまいります。また、インター

ネットを活用した商品販売の拡大及び海外向けの卸売りも視野に入れ、在庫の削減による財務基盤の強化に

努めてまいります。

　②　資産の売却・賃貸

　当社グループが保有する土地等の資産について、売却・賃貸を検討し、キャッシュ・フローの改善を図っ

てまいります。

　③　自己資本の増強

　前連結会計年度において債務超過となったことから、当社は自己資本の増強が急務であると考えておりま

す。上記の収益改善への対応策による収益確保に加え、増資も検討してまいります。

　④　資金の確保

　当社グループは、上述した改善施策を含む経営改善計画を策定する間、金融機関からの借入金の返済及び

当社の筆頭株主である主要取引先の日本出版販売株式会社への仕入債務の一部の支払いを猶予することにつ

いて、全取引金融機関及び日本出版販売株式会社の同意を得ております。

 

　しかしながら、これらの対応策は金融機関をはじめとした関係者との協議を行いながら進めている途上である

ため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　　なお、当社グループの四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重

要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社文教堂グループホールディングス(E03221)

四半期報告書

 4/20



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 61,066,860

Ａ種類株式 300,000

Ｂ種類株式 300,000

Ｃ種類株式 300,000

Ｄ種類株式 300,000

Ｅ種類株式 300,000

Ｆ種類株式 300,000

Ｇ種類株式 300,000

Ｈ種類株式 300,000

Ｉ種類株式 300,000

Ｊ種類株式 300,000

計 64,066,860
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②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
(2018年11月30日)

提出日現在発行数（株）
(2019年１月15日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 14,004,715 14,004,715

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタン

ダード）

単元株式数100株

（注１）

Ａ種類株式 200,000 200,000 非上場

単元株式数100株

（注１）

（注２）

Ｂ種類株式 200,000 200,000 非上場

単元株式数100株

（注１）

（注２）

Ｃ種類株式 200,000 200,000 非上場

単元株式数100株

（注１）

（注２）

Ｄ種類株式 200,000 200,000 非上場

単元株式数100株

（注１）

（注２）

Ｅ種類株式 200,000 200,000 非上場

単元株式数100株

（注１）

（注２）

Ｆ種類株式 200,000 200,000 非上場

単元株式数100株

（注１）

（注２）

Ｇ種類株式 200,000 200,000 非上場

単元株式数100株

（注１）

（注２）

Ｈ種類株式 200,000 200,000 非上場

単元株式数100株

（注１）

（注２）

Ｉ種類株式 200,000 200,000 非上場

単元株式数100株

（注１）

（注２）

Ｊ種類株式 212,000 212,000 非上場

単元株式数100株

（注１）

（注２）

計 16,016,715 16,016,715 － －

（注）１．当社は、資金調達について多様化を図り柔軟かつ機動的に行うために、異なる内容の株式として普通株式及び

複数の種類株式を発行しております。単元株式数は、普通株式及び種類株式のそれぞれにつき100株でありま

す。

２．種類株式の内容は次のとおりであります。

（1）発行株式の種類

　株式会社文教堂グループホールディングス第１回Ａ種類株式、第１回Ｂ種類株式、第１回Ｃ種類株式、第１

回Ｄ種類株式、第１回Ｅ種類株式、第１回Ｆ種類株式、第１回Ｇ種類株式、第１回Ｈ種類株式、第１回Ｉ種類

株式、第１回Ｊ種類株式（以下、これらを総称して「本件種類株式」といい、それぞれの種類株式を「各種類

株式」という。）
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（2）剰余金の配当

①優先配当

　当会社は、定款第44条に定める期末の剰余金の配当を行うときは、当該配当の基準日の最終の株主名簿に記

載または記録された本件種類株式を有する株主（以下「本種類株主」という。）および本件種類株式の登録株

式質権者（以下「本種類登録株式質権者」という。）に対して、普通株式を有する株主（以下「普通株主」と

いう。）および普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、剰余金の配当

を行う。ただし、すでに当該事業年度に属する日を基準日とする優先配当をしたときは、その額を控除した額

とする。

②優先配当の額

　本件種類株式１株当たりの優先配当金の額は、当該剰余金の配当の基準日の属する事業年度毎に、本件種類

株式１株当たりの払込金額に対し、下記の年率（以下「優先配当年率」という。）を乗じて算出された金額と

する。

　優先配当金の額は、円単位未満小数第４位を四捨五入した額とする。

　優先配当年率は2008年12月１日以降次回の年率修正日（下記に定義される。）の前日までの各事業年度につ

いて、下記算式により算出される年率とする。

 

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋0.5％

 

優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

　「年率修正日」は、2009年９月１日以降の毎年９月１日とする。当日が銀行休業日の場合は、前営業日を年

率修正日とする。

　「日本円TIBOR（６ヶ月物）」は、2008年12月１日または各年率修正日（当日が銀行休業日の場合は前営業

日）の午前11時における日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レートとして全国銀行

協会によって公表される数値を指すものとし、2008年12月１日または各年率修正日に日本円６ヶ月物トー

キョー・インター・バンク・オファード・レートが公表されない場合、これに代えて、同日（当日がロンドン

における銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀

行間市場出し手レート（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））として英国銀行協会（ＢＢＡ）によって公

表される数値またはこれに準ずるものと認められるものを用いるものとする。

③累積条項

　ある事業年度において本種類株主および本種類登録株式質権者に対し、優先配当金の一部または全部が支払

われないときは、その不足額を翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「種類株式累積未払配当金」

という。）については、普通株主または普通登録株式質権者および本種類株主または本種類登録株式質権者に

対する剰余金の配当に先立ち、本種類株主または本種類登録株式質権者に支払う。

④非参加条項

本種類株主または本種類登録株式質権者に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。

（3）残余財産の分配

本種類株主または本種類登録株式質権者に対しては、残余財産の分配は行わない。

（4）議決権

本種類株主は、株主総会において、議決権を有しない。

（5）種類株主総会の決議

　当会社が、会社法第322条第１項各号にあげる行為をする場合には、法令または定款に別段の定めがある場合

を除き、種類株主総会の決議を要しない。

（6）株式の分割または併合、募集株式の割当を受ける権利等

当会社は、法令に別段の定めがある場合を除き、本件種類株式について株式の併合または分割を行わない。

当会社は、本種類株主に対し、株式無償割当または新株予約権の無償割当は行わない。

　当会社は、本種類株主に対し、募集株式の割当を受ける権利または募集新株予約権の割当を受ける権利を与

えない。

（7）取得条項

　当会社は、本件種類株式の発行後に取締役会の決議で定める日（以下「取得日」という。）をもって、本種

類株主および本種類登録株式質権者の意思にかかわらず、いつでも種類株式の全部または一部を、本件種類株

式１株につき348円に、優先配当金の額を取得日の属する事業年度の初日（同日含む。）から取得日の前日（同

日含む。）までの日数で日割り計算した額（円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入す

る。）を加算した額の金銭の交付と引き換えに取得することができる。一部取得をするときは、直前期末の本

件種類株主名簿に記載または記録された保有株式数による比例配分とする。
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（8）対価を金銭とする取得請求権

　本種類株主は、当会社に対して、対価を金銭（以下、本件種類株式の全部または一部を取得し、これと引き

換えに金銭を交付することを「償還」という。）として、下記に定める期間において、当会社の前事業年度の

分配可能額の二分の一相当額を、償還請求のあった日が属する事業年度における償還の上限として、本種類株

主の有する本件種類株式を取得することを請求することができるものとし、当会社は当該償還請求のあった日

から１ヶ月以内に、法令の定めに従い償還手続きを行うものとする。

①取得請求をすることができる期間

本種類株主が当会社に対して、前記に定める請求をすることができる期間は、次のとおりとする。

Ａ種類株式　2013年12月１日以降

Ｂ種類株式　2014年12月１日以降

Ｃ種類株式　2015年12月１日以降

Ｄ種類株式　2016年12月１日以降

Ｅ種類株式　2017年12月１日以降

Ｆ種類株式　2018年12月１日以降

Ｇ種類株式　2019年12月１日以降

Ｈ種類株式　2020年12月１日以降

Ｉ種類株式　2021年12月１日以降

Ｊ種類株式　2022年12月１日以降

②第１回各種類株式１株を取得するのと引換えに当該株主に交付する財産の内容および額

　各種類株式１株につき金348円に、優先配当金の額を償還日の属する事業年度の初日（同日含む。）から償還

日の前日（同日含む。）までの日数で日割り計算した額（円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を

四捨五入する。）を加算した額ならびに種類株式累積未払配当金相当額の合計額を加算した額とする。

（9）消却

当会社は、法令の定めに従い、本件種類株式の全部または一部を買入れ、これを消却することができる。

（10）譲渡制限

本件種類株式を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。

（11）会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

　　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

（12）議決権を有しないこととしている理由

　　資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮した為であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2018年９月１日～

2018年11月30日
－ 16,016,715 － 2,035,538 － 3,076,788

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

2018年11月30日現在
 

区分  株式数（株）
 議決権の数

（個）
 内容

 無議決権株式

第１回Ａ種類株式　　200,000

第１回Ｂ種類株式　　200,000

第１回Ｃ種類株式　　200,000

第１回Ｄ種類株式　　200,000

第１回Ｅ種類株式　　200,000

第１回Ｆ種類株式　　200,000

第１回Ｇ種類株式　　200,000

第１回Ｈ種類株式　　200,000

第１回Ｉ種類株式　　200,000

第１回Ｊ種類株式　　212,000

 －

「1.株式等の状況　　

（1）株式の総数等

②発行済株式」に記載の

とおりであります。

計 2,012,000

 議決権制限株式（自己株式等）  －  －  －

 議決権制限株式（その他）    －  －  －

 完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 27,900 －

「1.株式等の状況　　

（1）株式の総数等

②発行済株式」に記載の

とおりであります。

 完全議決権株式（その他） 普通株式 13,975,400 139,754 同上

 単元未満株式 普通株式 1,415 －
一単元（100株）未満の

株式

 発行済株式総数 16,016,715 －  －

 総株主の議決権 － 139,754  －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式13株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2018年11月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式数に対

する所有株式数の

割合（％）

株式会社文教堂グループ

ホールディングス

川崎市高津区久本

３－３－17
27,900 － 27,900 0.17

 計  － 27,900 － 27,900 0.17

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年９月１日から2018

年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年９月１日から2018年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について監査法人ナカチによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 460,068 418,961

受取手形及び売掛金 1,248,434 1,226,611

商品 12,994,186 13,060,086

貯蔵品 8,765 8,904

1年内回収予定の長期貸付金 37,746 37,176

その他 230,762 225,676

流動資産合計 14,979,964 14,977,417

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 562,537 545,627

機械装置及び運搬具（純額） 1,326 1,215

土地 2,769,966 2,735,766

リース資産（純額） 42,892 28,403

その他（純額） 175,745 122,344

有形固定資産合計 3,552,468 3,433,356

無形固定資産   

ソフトウエア 56,168 52,003

電話加入権 32,478 32,478

無形固定資産合計 88,646 84,481

投資その他の資産   

投資有価証券 159,132 168,279

長期貸付金 425,673 417,033

繰延税金資産 1,662 －

長期未収入金 45,850 45,850

差入保証金 2,002,109 1,968,357

その他 140,130 130,530

貸倒引当金 △393,934 △393,724

投資その他の資産合計 2,380,625 2,336,328

固定資産合計 6,021,740 5,854,166

繰延資産   

社債発行費 11,374 9,487

繰延資産合計 11,374 9,487

資産合計 21,013,079 20,841,072
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年11月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,759,924 6,091,037

短期借入金 5,409,000 5,875,608

1年内返済予定の長期借入金 2,947,151 2,724,532

1年内償還予定の社債 445,000 405,000

リース債務 30,433 26,119

未払法人税等 33,402 9,064

その他 484,833 286,308

流動負債合計 15,109,745 15,417,669

固定負債   

社債 340,000 290,000

長期借入金 4,990,327 4,836,338

リース債務 19,610 15,311

繰延税金負債 156,276 157,984

退職給付に係る負債 466,257 465,336

その他 164,445 162,798

固定負債合計 6,136,918 5,927,768

負債合計 21,246,663 21,345,438

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,035,538 2,035,538

資本剰余金 3,076,788 3,076,788

利益剰余金 △5,328,962 △5,606,155

自己株式 △18,215 △18,215

株主資本合計 △234,851 △512,045

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,267 7,679

その他の包括利益累計額合計 1,267 7,679

純資産合計 △233,584 △504,365

負債純資産合計 21,013,079 20,841,072
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2017年９月１日
　至　2017年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2018年９月１日
　至　2018年11月30日)

売上高 6,807,055 6,112,193

売上原価 5,031,181 4,588,013

売上総利益 1,775,874 1,524,180

販売費及び一般管理費 1,885,682 1,710,761

営業損失（△） △109,808 △186,581

営業外収益   

受取利息 4,785 2,570

受取配当金 70 －

受取手数料 1,990 1,757

受取家賃 20,250 20,313

その他 3,456 4,278

営業外収益合計 30,552 28,920

営業外費用   

支払利息 26,524 42,536

その他 9,391 9,821

営業外費用合計 35,915 52,357

経常損失（△） △115,171 △210,018

特別利益   

新株予約権戻入益 16,428 －

賃借権譲渡益 － 7,500

特別利益合計 16,428 7,500

特別損失   

固定資産除却損 4,519 10,906

固定資産売却損 － 4,700

減損損失 － 53,037

その他 250 －

特別損失合計 4,769 68,643

税金等調整前四半期純損失（△） △103,512 △271,161

法人税、住民税及び事業税 12,111 5,395

法人税等調整額 554 636

法人税等合計 12,666 6,031

四半期純損失（△） △116,179 △277,193

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △11,801 －

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △104,377 △277,193
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2017年９月１日
　至　2017年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2018年９月１日
　至　2018年11月30日)

四半期純損失（△） △116,179 △277,193

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,813 6,412

退職給付に係る調整額 △2,331 －

その他の包括利益合計 481 6,412

四半期包括利益 △115,698 △270,781

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △103,896 △270,781

非支配株主に係る四半期包括利益 △11,801 －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社グループは、前連結会計年度において営業損失545,088千円、経常損失589,901千円及び親会社株主に帰属す

る当期純損失591,437千円及び営業キャッシュ・フローのマイナス676,435千円を計上した結果、233,584千円の債

務超過となりました。

　当第１四半期連結累計期間においても、営業損失186,581千円、経常損失210,018千円、親会社株主に帰属する四

半期純損失277,193千円を計上した結果、依然として504,365千円の債務超過となっております。

　これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりま

す。

　当社グループは、当該状況を早急に解消するため、以下の施策を実施してまいります。

 

(1）収益改善への対応策

　①　本社管理費の削減

　コスト高となっている本社管理費の徹底した実態分析を行い、組織体系の変更による人員配置の見直しに

よって業務の効率化を図り、人件費を含む経費の削減を進めてまいります。

　②　店舗収益の改善

　当社グループは、店舗事業の再構築としてスクラップアンドビルドを積極的に推進してまいりましたが、今

後におきましても不採算店舗の閉店を進めるとともに、好調な売上を維持している文房具の販売を拡大し、収

益力の向上に努めてまいります。

 

(2）財務体質の改善

　①　在庫の圧縮

　当社グループは、前連結会計年度において不採算店舗の閉店などにより在庫を削減してまいりましたが、い

まだ商品回転率は低水準にとどまっており、財務基盤を圧迫する要因の一つとなっております。このような状

況を解消するため、引き続き不採算店舗の閉店による在庫の削減を進めてまいります。また、インターネット

を活用した商品販売の拡大及び海外向けの卸売りも視野に入れ、在庫の削減による財務基盤の強化に努めてま

いります。

　②　資産の売却・賃貸

　当社グループが保有する土地等の資産について、売却・賃貸を検討し、キャッシュ・フローの改善を図って

まいります。

　③　自己資本の増強

　前連結会計年度において債務超過となったことから、当社は自己資本の増強が急務であると考えておりま

す。上記の収益改善への対応策による収益確保に加え、増資も検討してまいります。

　④　資金の確保

　当社グループは、上述した改善施策を含む経営改善計画を策定する間、金融機関からの借入金の返済及び当

社の筆頭株主である主要取引先の日本出版販売株式会社への仕入債務の一部の支払いを猶予することについ

て、全取引金融機関及び日本出版販売株式会社の同意を得ております。

 

　しかしながら、これらの対応策は金融機関をはじめとした関係者との協議を行いながら進めている途上であるた

め、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、当社グループの四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要

な不確実性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。
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（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年９月１日
至 2017年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年９月１日
至 2018年11月30日）

減価償却費 61,359千円 42,353千円

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2017年９月１日　至2017年11月30日）

配当に関する事項

 配当金支払額

 該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2018年９月１日　至2018年11月30日）

配当に関する事項

 配当金支払額

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2017年９月１日　至　2017年11月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当社グループの報告セグメントは、販売業及び販売受託業でありますが、販売受託業の全セグメントに

占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しており

ます。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2018年９月１日　至　2018年11月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当社グループの報告セグメントは、販売業及び販売受託業でありますが、販売受託業の全セグメントに

占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しており

ます。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年９月１日
至　2017年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年９月１日
至　2018年11月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △7円54銭 △19円91銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）
△104,377 △277,193

普通株主に帰属しない金額（千円） 1,057 1,092

（うちＡ種類株式の累積配当額） 105 108

（うちＢ種類株式の累積配当額） 105 108

（うちＣ種類株式の累積配当額） 105 108

（うちＤ種類株式の累積配当額） 105 108

（うちＥ種類株式の累積配当額） 105 108

（うちＦ種類株式の累積配当額） 105 108

（うちＧ種類株式の累積配当額） 105 108

（うちＨ種類株式の累積配当額） 105 108

（うちＩ種類株式の累積配当額） 105 108

（うちＪ種類株式の累積配当額） 111 115

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）（千円）
△105,435 △278,285

普通株式の期中平均株式数（株） 13,976,802 13,976,802

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年１月15日

株式会社文教堂グループホールディングス

取締役会　御中

 

　監査法人ナカチ

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 　藤代　孝久　　　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 　家冨　義則　　　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社文教堂

グループホールディングスの2018年９月１日から2019年８月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年

９月１日から2018年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年９月１日から2018年11月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社文教堂グループホールディングス及び連結子会社の2018年11

月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
強調事項

　継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において営業損失545,088千円、経常損

失589,901千円及び親会社株主に帰属する当期純損失591,437千円及び営業キャッシュ・フローのマイナス676,435千円を

計上した結果、233,584千円の債務超過となり、当第1四半期連結累計期間においても、営業損失186,581千円、経常損失

210,018千円及び親会社株主に帰属する四半期純損失277,193千円を計上した結果、504,365千円の債務超過の状況にあ

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記

に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四

半期連結財務諸表には反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　　　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

 　　　　 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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